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上   場   会   社   名    日本フエルト株式会社 上場取引所 東

コード番号    3512 本社所在都道府県

(ＵＲＬ http://www.felt.co.jp/) 東京都

問合せ先  責任者役職名 総務部長

　　　　　　  氏　　        名　　　　青柳　正俊 TEL (03) 5993 - 2030
決算取締役会開催日　　平成 14年 5月 21日

親会社名　　   　     （コード番号：　      ） 親会社における当社の株式保有比率：　        　％

米国会計基準採用の有無 無

１. 14年  3月期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)連結経営成績

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 12,128 △ 4.0 1,165 △ 21.7 1,167 △ 29.6

13年  3月期 12,629 5.5 1,488 59.2 1,658 60.8

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当

期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 757 3.7 35.89 27.74 7.2 5.5 9.6

13年  3月期 730 161.3 34.89 26.93 8.1 8.4 13.1

(注)①持分法投資損益 14年  3月期           -        百万円          13年  3月期           -        百万円

     ②期中平均株式数（連結）　14年  3月期    21,113,133 株　　　13年  3月期    20,935,131 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 22,969 11,798 51.4 560.41

13年  3月期 19,772 9,233 46.7 437.25

(注)期末発行済株式数（連結）　14年  3月期    21,053,804 株　　　13年  3月期    21,118,141 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年  3月期 968 △ 652 △ 201 2,111

13年  3月期 1,272 △ 873 △ 616 1,972

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  5　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　0　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社  （除外）0　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 15年  3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 6,050 570 200

通　　期 12,100 1,250 560

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   26 円 60 銭 

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって

大きく異なる結果となる可能性があります。
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企 業 集 団 の 状 況          

　当企業集団は日本フエルト株式会社（当社）および子会社５社より構成されており、

事業は、抄紙用フエルトおよびその他工業用フエルトの製造、販売を行っているほか、

資金調達運用等の金融業務を行っております。

　事業内容と当社および関係会社の当該事業にかかる位置付けは、次のとおりであり

ます。

   

区　　　　　分 主　　　要　　　製　　　品 会　　　　　　　　　　　社

フ
エ
ル
ト
事
業

フエルト製
造・
販売業務

抄紙用フエルト、その他工業用
フエルト

当社、日本フエルト商事㈱、東山フ
エルト㈱、
ニップ縫整㈱、台湾惠爾得(股)

（会社総数　計５社）
そ
の
他

の
事
業

金融業務 有価証券、その他資金調達運用
エヌ・エフ・ファイナンス㈱

（会社総数　計１社）

　以上の企業集団等について図示すると次のとおりであります。

（連結子会社）
日本フエルト商事㈱

（連結子会社）
台 湾 惠 爾 得         (股)

（連結子会社）
東 山 フ エ ル ト ㈱

（連結子会社）
ニ ッ プ 縫 整 ㈱

（国内ユーザー）

（親　会　社）

日本フエルト㈱

（海外ユーザー）

（海外）

（国内）

64.3％

100％

100％

100％

製品の販売 製品委託加工

技術供与

製品委託加工

製品の販売

製品の販売

（連結子会社）
エヌ・エフ・ファイナンス㈱

100％

凡例  株式所有関係

 取引関係

 連結子会社



- 3 -

経　営　方　針

 1．経営の基本方針

　　　当社の企業理念は、世界のフエルト・トップメーカーを目指し、活力ある高収益の企業体

　　質を構築することであります。この理念のもと、次のとおり経営の基本方針を掲げておりま

　　す。

   1．国際競争力のある経営基盤を確立して安定的収益を確保する。

   　   2．顧客のニーズに迅速、適切に対応する。

        3．環境への積極的貢献。

　　　当社を取り巻く経営環境は、グローバル化の進展でより厳しい状況となっており、国際競

　　争力の強化は急務であります。生産体制の再構築、グループ会社の経営効率化推進を軸とし

　　た、経営基盤の強化に積極的に取り組んでおります。

 2．利益配分に関する基本方針

  当社の配当政策は、業績に応じた適切な利益配分を基本方針とし、配当額の安定性にも配

慮して対処しております。また、内部留保の確保により財務体質を強化、もって、既存の生

産設備の効率化と更新および今後の研究・開発投資の原資として有効に活用していく所存で

あり、これは、会社の競争力を維持し、将来の利益に貢献し、安定した配当に寄与するもの

と考えております。

 3．中長期的な経営戦略

    ① アジア市場、とりわけ中国大陸での売上拡大は、グループあげての重点課題であります。

    これまで、海外子会社・台湾フエルトと共同で営業基盤の拡大を図っておりますが、台湾フ

    エルト設備の不足感は否めず、グループの生産分担体制を再構築するうえで、一層の効率的

    設備配置が重要となります。

　  　このような観点から現在、品質および生産性の向上を目指して、台湾フエルト設備の拡充

を計画中であります。

   ② 国内問題としては、フエルトの品種構造変化によるグループ会社の生産体制への対応があ

ります。設備老朽化問題への対応も含めて、業務の見直しと経営合理化に向け一層の努力を

してまいります。

　 ③ 研究開発面での重点実施項目としては、抄紙用ワイヤーの品質確立、高付加価値フエルト

の開発ならびに工業用製品の新規開発などに取り組んでまいります。
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 4．対処すべき課題

      安価な海外製品の流入、そして日本国内製紙会社の海外への移転・拠点化による国内生産

    分担比率の低下が懸念される状況となっております。こうした状況変化に対応し、厳しいコ

    スト競争に打ち勝つため、平成１４年度をスタートとする新３ヵ年経営計画を策定いたしま

    した。重点施策は次のとおりであります。

  1．国内市場のシェアー向上とアジア市場の売上拡大

  2．コストダウン

  3．設備の効率的再配置

  4．抄紙用ワイヤー品質の確立

  5．新商品の開発

  6．人事制度改革

　　　上記施策の確実な実現を図るとともに、グループ会社において、生産分担規模に応じた人

　　員体制とするため、継続して人員削減を進めていく所存であります。

 5．その他、会社の経営上の重要な事項

　　　当社は、市川毛織株式会社および日本フイルコン株式会社との三社により経営統合を行

　　うことについて基本的に合意し、その具体的な検討を開始することとなりました。

　　　今日の抄紙用具業界は、経済のグローバル化による国際競争の激化、製紙産業の統合・再

　　編による巨大化と技術革新、抄紙用具３品目＜ワイヤー・フエルト・カンバス＞の一括購買

　　方式への転換など、世界規模での急速な構造変化への対応を迫られております。

　　　このような認識のもとに、三社は総合抄紙用具メーカーとして企業体質の強化、国際競争

　　力の向上と企業の成長を図るために、対等・互恵の精神で、共同して持株会社を設立するこ

　　とに合意いたしました。

　　　本経営統合の目的は、統合によるグループの経営体質を強化し、抄紙用具の高度化ならび

　　に多様化するユーザーニーズに迅速に対応しうる世界一流の総合抄紙用具グループを目指す

　　ものであります。共同持株会社の設立は、平成 15年 4月 1日を目処としております。
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経 営 成 績 お よ び 財 政 状 態

   １．当期の概況
〔経営成績〕

　当期におけるわが国経済は、世界的なＩＴ不況、米国における同時多発テロをきっか

けとして景気減速が顕著となり、輸出の不振に加え生産調整の影響により設備投資の大

幅な減少を招きました。さらに企業の収益悪化および大規模な経営破綻、リストラなど

により、雇用・所得環境は厳しさを増し、個人消費も低迷するなど、一段とデフレが深

刻化する状況となりました。

　政府は景気浮揚対策に力を注ぎ、構造改革、不良債権処理、金融システム安定化のた

めの諸策を講じておりますが、デフレ状況の解消には、まだ時間を要するものと思われ

ます。

　当社グループの主な得意先であります紙・パルプ産業は、長期的な不況の影響から需

要の低迷が続き厳しい経営環境にあります。このような状況に対処するため、企業の統

合、生産設備の再編、市況の復元など事業基盤の強化に積極的に取り組んでおりますが、

生産調整を余儀なくされております。

　このような状況下におきまして、当社グループは中期経営計画の最終年度である当期

に、その目標を達成すべく、全社一丸となって取り組んでまいりました。

　販売面につきましては、顧客第一に徹し懸命の営業努力を重ねましたが、景気低迷な

どの影響により、残念ながら目標達成には至りませんでした。しかしながら、生産の効

率化、コスト削減に努めました結果、収益面につきましては目標をほぼ達成することが

できました。

　当期の連結売上高は 12,128百万円(前期比 4.0％減)となりました。

　紙・パルプ用フエルトにつきましては、国内向けは積極的な営業活動により、販売シ

ェアーを引き続き好調に維持できましたが、長期化する紙の減産の影響を受け減収とな

りました。海外売上高は主に中国などへの販売体制の強化により増収となりました。工

業用その他の製品につきましては、フィルタークロスは生産体制の整備と拡販活動の効

果などにより売上を伸ばすことができましたが、スレート用は住宅投資が低調に推移い

たしましたため減収となりました。

　連結経常利益は、新規採用の抑制による人件費の圧縮など徹底した経費削減に努めま

したが、売上高の減少を補うことができず 1,167百万円（前期比 29.6％減）となりまし

た。

　また、保有資産の有効利用を図り、栃木工場機織設備や、工業用製品の新事業所用土

地、建物などの設備資金に充当するため、一部遊休地を処分いたしました。その売却益
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320百万円を特別利益に計上いたしました結果、連結当期純利益は 757百万円（前期比

3.7％増）となりました。

〔財政状態〕

　当期の営業活動によるキャッシュフローは、税金等調整前当期純利益が 1,377百万円、

減価償却費が 714百万円となった一方で、法人税等の支払額が 837百万円でありました

ことなどにより、968百万円の収入となりました。投資活動によるキャッシュフローは、

主に有形固定資産の取得による支出 990百万円があった一方で、有形固定資産の売却に

よる収入 400百万円がありましたため、652百万円の支出となりました。財務活動によ

るキャッシュフローは、配当金の支払額 158百万円などにより 201百万円の支出となり

ました。以上の結果、現金及び現金同等物は前期に比べ 139 百万円増加し、2,111 百万

円となりました。

      ２．次期の見通し

　今後の状況につきましては、米国の景気回復、在庫調整の進展などが、わが国経済を

下支えすることが期待されます。しかしながら個人消費や企業の設備投資などに回復の

兆しは見えるものの、先行きの不透明感は拭えず依然として厳しい経営環境が続くもの

と思われます。

　このような情勢下におきまして、当社グループは活力ある高収益の企業体質の構築を

企業理念として、平成１４年度からスタートする中期経営計画に基づき、得意先の視点

に立った価値ある製品・サービスの開発・提供に努め、持続的成長への基盤づくりに積

極的に取り組んでまいる所存であります。

　次期の業績につきましては、連結売上高は 12,100百万円を見込んでおります。連結経

常利益は 1,250百万円、連結当期純利益は 560百万円となる予想であります。



連 結 財 務 諸 表 等

(単位：千円)

期　　別

科　　目 構成比 構成比

( ) ％ ％

11,438,250 49.8 11,594,960 58.6 △ 156,710

2,524,744 2,385,440 139,303

5,957,641 6,273,705 △ 316,064

4,615 6,315 △ 1,700

2,610,630 2,641,179 △ 30,548

214,933 201,646 13,287

274,155 179,346 94,808

△ 148,469 △ 92,673 △ 55,796

11,531,331 50.2 8,177,819 41.4 3,353,512

5,062,682 4,968,513 94,169

1,744,177 1,717,378 26,799

2,163,329 2,291,212 △ 127,882

177,991 200,634 △ 22,642

955,386 715,304 240,082

21,798 43,985 △ 22,187

221,819 19,498 202,321

4,325 11,672 △ 7,346

210,000 － 210,000

7,494 7,826 △ 331

6,246,829 3,189,806 3,057,022

5,889,850 2,457,287 3,432,562

32,904 37,905 △ 5,001

58,060 448,550 △ 390,489

331,192 288,117 43,075

△ 65,178 △ 42,052 △ 23,125

22,969,582 100.0 19,772,779 100.0 3,196,802資 産 合 計

固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

資 産 の 部

ソ フ ト ウ ェ ア

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

た な 卸 資 産

流 動 資 産

有 価 証 券

そ の 他

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

連   結   貸   借   対   照   表

金 額

(平成14年３月31日現在)

金 額

増 減

金 額

当連結会計年度 前連結会計年度

(平成13年３月31日現在)

－ 7 －



(単位:千円)

期　　別

科　　目 構成比 構成比

( ) ％ ％

4,407,076 19.2 5,088,693 25.7 △ 681,616

828,395 992,855 △ 164,459

1,915,000 1,925,000 △ 10,000

174,788 503,610 △ 328,821

－ 638,939 △ 638,939

1,488,891 1,028,287 460,604

6,426,855 28.0 5,158,354 26.1 1,268,500

2,930,000 2,930,000 －

1,192,984 － 1,192,984

1,684,083 1,665,514 18,569

251,000 394,100 △ 143,100

368,787 168,739 200,047

10,833,931 47.2 10,247,047 51.8 586,883

( )

336,925 1.4 291,909 1.5 45,016

( )

1,210,428 5.3 1,210,428 6.1 －

262,841 1.1 262,841 1.3 －

8,611,046 37.5 8,067,399 40.8 543,646

1,997,400 8.7 － 1,997,400

△ 258,298 △　1.1 △ 306,834 △　1.5 48,535

△ 24,693 △　0.1 △ 13 △　0.0 △ 24,680

11,798,724 51.4 9,233,822 46.7 2,564,902

22,969,582 100.0 19,772,779 100.0 3,196,802

退 職 給 付 引 当 金

未 払 法 人 税 等

前連結会計年度

金 額

当連結会計年度

金 額

(平成13年３月31日現在)(平成14年３月31日現在)

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

負債、少数株主持分及び資本合計

資 本 合 計

賞 与 引 当 金

そ の 他

転 換 社 債

少 数 株 主 持 分

資 本 準 備 金

資 本 の 部

連 結 剰 余 金

増 減

金 額

負 債 の 部

自 己 株 式

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

為 替 換 算 調 整 勘 定

そ の 他

負 債 合 計

資 本 金

少 数 株 主 持 分

固 定 負 債

流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金
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(単位：千円)

期　　別

科　　目 百分比 百分比

％ ％

12,128,371 100.0 12,629,766 100.0 △ 501,394

8,079,940 66.6 8,295,111 65.7 △ 215,170

4,048,430 33.4 4,334,655 34.3 △ 286,224

2,883,135 23.8 2,846,331 22.5 36,803

1,165,295 9.6 1,488,323 11.8 △ 323,027

( 449,643) 3.7 ( 494,478) 3.9 (△ 44,834)

74,713 100,587 △ 25,874

374,930 393,890 △ 18,959

( 447,434) 3.7 ( 323,999) 2.6 (  123,434)

63,720 64,329 △ 608

383,714 259,670 124,043

1,167,504 9.6 1,658,801 13.1 △ 491,297

( 323,670) 2.6 ( 112,035) 0.9 (  211,635)

323,670 108 323,562

－ 111,926 △ 111,926

( 113,466) 0.9 ( 379,225) 3.0 (△ 265,759)

80,612 58,517 22,094

32,853 320,707 △ 287,853

1,377,709 11.3 1,391,611 11.0 △ 13,902

476,695 3.9 779,603 6.2 △ 302,907

116,763 1.0 △ 136,638 △ 1.1 253,401

26,499 0.2 18,278 0.1 8,220

757,750 6.2 730,366 5.8 27,383

売 上 原 価

金 額

連　 結　 損   益   計   算   書

経 常 利 益

売 上 総 利 益

営 業 利 益

売 上 高

受 取 利 息 及 び 配 当 金

そ の 他

営 業 外 費 用

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

少 数 株 主 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

当 期 純 利 益

増 減

金 額

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益

前連結会計年度当連結会計年度

金 額

自　平成12年４月１日

退 職 給 付 信 託 設 定 益

自　平成13年４月１日

至　平成13年３月31日

退 職 給 付会計基準変更時差異償却

支 払 利 息

そ の 他

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 及 び 売 却 損

至　平成14年３月31日
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(単位：千円)

期　　別 当連結会計年度 前連結会計年度

自　平成13年４月１日 自　平成12年４月１日

科　　目 至　平成14年３月31日 至　平成13年３月31日

8,067,399 7,512,347 555,052

214,103 175,314 38,788

158,384 125,200 33,184

55,718 50,114 5,603

（ 11,508 ） （ 11,235 ） 273

757,750 730,366 27,383

8,611,046 8,067,399 543,646

連　結　剰　余　金　計　算　書

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

連 結 剰 余 金 減 少 高

増 減

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

配 当 金

役 員 賞 与 金

（ う ち 監 査 役 賞 与 ）

当 期 純 利 益
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連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

期　　別 当連結会計年度 前連結会計年度
自　平成13年４月１日 自　平成12年４月１日
至　平成14年３月31日 至　平成13年３月31日

科　　目 金　　額 金　　額

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
　　　税金等調整前当期純利益 1,377,709 1,391,611
　　　減価償却費 714,493 728,364
　　　貸倒引当金の増減額 75,537 35,474
　　　賞与引当金の増減額 － 61,227
　　　退職給与引当金の増減額 － △ 1,507,085
　　　退職給付引当金の増減額 △ 1,353 1,668,349
　　　役員退職慰労引当金の増減額 △ 143,100 62,300
　　　受取利息及び配当金 △ 74,713 △ 100,587
　　　支払利息 63,720 64,329
　　　固定資産売却益 △ 323,670 －
　　　退職給付信託設定益 － △ 111,926
　　　固定資産除却及び売却損 35,736 33,121
　　　退職給付会計基準変更時差異償却 － 151,200
　　　売上債権の増減額 340,647 △ 613,108
　　　たな卸資産の増減額 53,438 73,666
　　　仕入債務の増減額 △ 167,004 70,556
　　　役員賞与の支払額 △ 55,718 △ 50,114
　　　少数株主に負担させた役員賞与の支払額 △ 10 △ 2,798
　　　その他 △ 100,922 △ 125,682
　　　　　小計 1,794,789 1,828,897
　　　利息及び配当金の受取額 74,713 100,587
　　　利息の支払額 △ 63,720 △ 64,329
　　　法人税等の支払額 △ 837,147 △ 592,955
　　営業活動によるキャッシュ・フロー 968,635 1,272,200

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有価証券の取得による支出 － △ 10,412
　　　有形固定資産の取得による支出 △ 990,835 △ 553,640
　　　有形固定資産の売却による収入 400,130 350
　　　投資有価証券の取得による支出 △ 2,016 △ 249,980
　　　投資有価証券の売却による収入 765 2,293
　　　その他 △ 60,428 △ 62,536
　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 652,385 △ 873,926

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　短期借入金の純増減額 △ 10,000 △ 485,000
　　　長期借入金の返済による支出 － △ 762
　　　配当金の支払額 △ 158,384 △ 125,200
　　　少数株主への配当金の支払額 △ 8,432 △ 5,448
　　　その他 △ 24,680 47
　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 201,497 △ 616,363

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 24,551 3,731
Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額 139,303 △ 214,357
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,972,440 2,186,798
Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 2,111,744 1,972,440

（注）１.現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

当連結会計年度 前連結会計年度
（平成14年３月31日現在） （平成13年３月31日現在）

　　　　　　現金・預金勘定 2,524,744 2,385,440
　　　　　　預入期間が３か月を超える定期預金 △ 413,000 △ 413,000
　　　　　　現金及び現金同等物 2,111,744 1,972,440

　　　２.重要な非資金取引の内容
　　　　　　当連結会計年度に新たに計上したファイナンス･リース取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ210,000千円である。
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〔連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項〕

　１．連結の範囲に関する事項

　　　連結子会社の数　５社

　　　連結子会社名　日本フエルト商事㈱、東山フエルト㈱、台湾惠爾得(股)、ニップ縫整㈱、エヌ・エフ・ファイナンス㈱

　２．持分法の適用に関する事項

　　　非連結子会社及び関連会社はありません。

　３．連結子会社の決算日等に関する事項

　　　連結子会社のうち台湾惠爾得(股)の決算日は12月31日、エヌ・エフ・ファイナンス㈱の決算日は２月末日で、連結会計年度末

　　日の３月31日と異なっておりますが、連結会社間の債権・債務及び取引の消去に当って重要な不一致がないので調整は行って

　　おりません。

　４．会計処理基準に関する事項

　　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　　　①有価証券

　　　　　　その他有価証券

　　　　　　　時価のあるもの‥‥‥‥‥当連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額金は全部資本直入法により

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　処理し、売却原価は主として移動平均法により算定)

　　　　　　　時価のないもの‥‥‥‥‥移動平均法による原価法

　　　　②デリバティブ‥‥‥‥‥‥‥‥時価法

　　　　③たな卸資産

　　　　　　製品・半製品・仕掛品‥‥‥総平均法による原価法

　　　　　　原料・貯蔵品‥‥‥‥‥‥‥移動平均法による原価法

　　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産‥‥　定率法（ただし、日本フエルト商事㈱、台湾惠爾得(股)は定額法及び平成10年４月１日以降に取得し

　　　　　　　　　　た建物（附属設備を除く）は定額法)

　　　　　　　　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

② 無形固定資産‥‥　定額法

　　　　　　　　　　　　　　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　　　　　　　　　　　　　　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定

　　　　　　　　　　　　　額法を採用しております。

　　(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金‥‥‥‥‥‥‥　売掛金等債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実質率により、貸

　　　　　　　　　　　　　倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

　　　　　　　　　　　　　おります。

② 退職給付引当金‥‥‥‥‥　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

　　　　　　　　　　　　　見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しておりま

　　　　　　　　　　　　  す。

                          数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

　　　　　　　　　　　　　年数(5年)による定額法によりそれぞれ翌連結会計年度から費用処理することとしておりま

　　　　　　　　　　　　　す。
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③ 役員退職慰労引当金‥‥‥　役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社及び連結子会社日本フエルト商事(株)、東山

　　　　　　　　　　　　　フエルト(株)、ニップ縫整(株)は、会社の基準に基づく期末要支給額の全額を引当て計上し

　　　　　　　　　　　　　ております。

　　(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、

　　　在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨

　　　に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めて表示しております。

　　(5) 重要なリース取引の処理方法

　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

　　　に係る方法に準じた会計処理方法によっております。

　　(6) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、在外連結子会社については該当ありません。

　５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　　　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。

　６．連結調整勘定の償却に関する事項

　　　該当事項はありません。

　７．利益処分項目等の取扱いに関する事項

　　　連結剰余金計算書は、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。

　８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

　　金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資か

　　らなっております。

追加情報

（金融商品会計）

当連結会計年度からその他有価証券のうち時価のあるものの評価の方法について、金融商品に係る会計基準(「金融商品に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成11年１月22日））を適用し、移動平均法による原価法から連結会計年度末

日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は主として移動平均法により算定)に変更し

ております。この結果、その他有価証券評価差額金1,997,400千円、繰延税金負債1,445,793千円が計上されております。なお、こ

れに伴う損益への影響はありません。

（未払従業員賞与）

　従来、従業員に支給する賞与の支給に備えるため、主として支給見込額を「賞与引当金」として表示しておりましたが、リサー

チ・センター審理情報[No.15]「未払従業員賞与の財務諸表における表示科目について」(平成13年2月14日 日本公認会計士協会)

が公表されたことにより、当連結会計年度より流動負債「その他」に含めて表示することに変更いたしました。なお、当連結会計

年度に係る金額は615,274千円であります。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当 連 結 会 計 年 度 末          　　　　前 連 結 会 計 年 度 末          
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成14年３月31日現在）　　（平成13年３月31日現在）

　１．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　14,922,478千円　　　　　　　14,475,901千円

　２．受取手形割引高　　　　　　　　　　　　　　　　　 721,156千円　　　　　　　　 738,652千円

　３．連結会計年度末日満期手形の会計処理

　　　手形交換日をもって決済処理しております。なお、当連結会計年度の末日は金融機関の休日であったため、次の期末日満期

　　手形が連結会計年度末残高に含まれております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当 連 結 会 計 年 度 末          　　　　前 連 結 会 計 年 度 末          
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成14年３月31日現在）　　（平成13年３月31日現在）

　　　　　受 取 手 形        　　　　　　　　　　　　　　  59,655千円　　　　　　　　 138,514千円

　　　　　割 引 手 形        　　　　　　　　　　　　　　　68,373千円                 11,624千円

　　　　　支 払 手 形        　　　　　　　　　　　　　　　20,590千円                 49,244千円
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（セグメント情報）

　１．事業の種類別セグメント情報

　　　当連結会計年度（自平成13年４月１日　至平成14年３月31日）及び前連結会計年度（自平成12年４月１日　至平成13年３月31日）

　　　　当連結グループは、紙・パルプ用フエルトを中心とした各種工業用フエルトの製造、販売を主事業としている専門メーカ

　　　ーであり、一セグメントの売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント

　　　資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　２．所在地別セグメント情報

　　　当連結会計年度（自平成13年４月１日　至平成14年３月31日）及び前連結会計年度（自平成12年４月１日　至平成13年３月31日）

　　　　本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいず

　　　れも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　３．海外売上高

　　　当連結会計年度（自平成13年４月１日　至平成14年３月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ア ジ ア      　　　　　その他の地域　　　　　　　 計 　　　

　　　　Ⅰ　海外売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　1,288,773千円　　　　　　76,271千円　　　　 1,365,044千円

　　　　Ⅱ　連結売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 12,128,371千円

　　　　Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める割合　　　　　　　 10.6％　　　　　　　　 0.7％　　　　　　　　11.3％

　　　（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

　　　　　　２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　ア ジ ア      ‥‥‥‥‥‥台湾、インドネシア、中国、韓国

　　　　　　　　　　その他の地域‥‥‥‥‥‥カナダ、チェコ

　　　　　　３．海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　　　前連結会計年度（自平成12年４月１日　至平成13年３月31日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ア ジ ア      　　　　　その他の地域　　　　　　　 計 　　　

　　　　Ⅰ　海外売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　1,261,805千円　　　　　　96,884千円　　　　 1,358,689千円

　　　　Ⅱ　連結売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 12,629,766千円

　　　　Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占める割合　　　　　　　10.0％　　　　　　　　 0.8％　　　　　　　　10.8％

　　　（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

　　　　　　２．各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　ア ジ ア      ‥‥‥‥‥‥台湾、韓国、インドネシア、中国

　　　　　　　　　　その他の地域‥‥‥‥‥‥カナダ、チェコ

　　　　　　３．海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（リース取引関係）

　１．リース物件の所有権が借主に移転するものと認められるもの以外のファイナンスリース取引

　　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当連結会計年度 前連結会計年度

取 得 価 額 相 当 額          
機 械 装 置      
工具器具備品

8,887千円
98,110千円

－
110,959千円

減価償却累計額相当額
機 械 装 置      
工具器具備品

952千円
87,940千円

－
80,610千円

期 末 残 高 相 当 額          
機 械 装 置      
工具器具備品

7,935千円
10,169千円

－
30,348千円

　　　（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

　　　　　により算定しております。

　　(2) 未経過リース料期末残高相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当 連 結 会 計 年 度          　　　　前 連 結 会 計 年 度          

　　　　　１　年　内　　　　　　　　　　　　　　　　　 9,067千円　　　　　　　　　20,179千円

　　　　　１　年　超　　　　　　　　　　　　　　　　 　9,037千円　　　　　　　　　10,169千円

　　　　　　合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　18,104千円　　　　　　　　　30,348千円

　　　（注）未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しており

　　　　　ます。

　　(3) 支払リース料、減価償却費相当額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当 連 結 会 計 年 度          　　　　前 連 結 会 計 年 度          

　　　　　支払リース料　　　　　　　　　　　　　　　　21,131千円　　　　　　　　　41,415千円

　　　　　減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　　21,131千円　　　　　　　　　41,415千円

　　(4) 減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（関連当事者との取引）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当 連 結 会 計 年 度          　　　　前 連 結 会 計 年 度          
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成14年３月31日現在）　　（平成13年３月31日現在）

　　　繰 延 税 金 資 産         

　　　　　　子 会 社 の 欠 損 金            　　　　　　　　　32,272千円　　　　　　　　　66,185千円

　　　　　　退 職 給 付 引 当 金            　　　　　　　　 270,060千円　　 　　　　　　270,050千円

　　　　　　役 員 退 職 慰 労 引 当 金            　　　　　　　　 104,258千円　　　　　　　　 164,300千円

　　　　　　賞 与 引 当 金            　　　　　　　　　　 　―　 　　 　　　　　　124,500千円

           未 払 従 業 員 賞 与                            148,607千円                    　―

　　　　　　ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損            　　　　　　　　　86,185千円　　　　　　　　　76,200千円

　　　　　　未 払 事 業 税 等            　　　　　　　　　15,000千円　　　　　　  　　45,300千円

　　　　　　そ の 他            　　　　　　　　　62,771千円　　　　　　　　　53,708千円

　　　繰延税金資産小計         　　　　　　　　　　　　　　 721,156千円　　　　　　　　 800,244千円

　　　評 価 性 引 当 額         　　　　　　　　　　　　　▲　 32,272千円　　　　　　　▲  　66,185千円

　　　繰延税金資産合計         　　　　　　　　　　　　　　 688,883千円　　　　　　　　 734,058千円

　　　繰 延 税 金 負 債         

　　　　　　固 定 資 産 圧 縮 積 立 金            　　　　　　　▲　161,000千円　　　　　　　▲　 68,000千円

         　有 価 証 券 評 価 差 額 金             　　　　   　▲1,445,793千円　　　　　　　　　 　　―

　　　　　　そ の 他            　　　　　　　▲　  4,345千円　　　　　　　▲　 15,862千円

　　　繰延税金負債合計         　　　　　　　　　　　　　▲1,611,139千円　　　　　　　▲　 83,862千円

　　　繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　　　　▲   922,255千円　　　　　　　　 650,196千円
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（有価証券関係）

　当連結会計年度（平成14年３月31日現在）

　１．その他有価証券で時価のあるもの

種    類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差　　額

　　株　　　式 　　　　2,206,092千円       5,686,188千円      3,480,096千円

連結貸借対照表計 　　債　　　券 　　　　　 　 　　　　　

上額が取得原価を 　　     転換社債 　　　　　  　 ― 　　　　　    ― 　 　　  　 ―

超えるもの 　　そ　の　他 　　　　　  　 ― 　　　　　    ― 　 　　  　 ―

小　計 　　　　2,206,092千円       5,686,188千円 　 　3,480,096千円

　　株　　　式 　　　　  222,218千円         185,386千円      ▲   36,831千円

連結貸借対照表計 　　債　　　券 　　　　　 　 　　　　　

上額が取得原価を 　　     転換社債 　　　　　  9,670千円           9,600千円      ▲　　  70千円

超えないもの 　　そ　の　他 　　　　　 11,408千円           4,615千円  　  ▲  　6,792千円

小　計 　　　　  243,296千円         199,602千円      ▲   43,694千円

合　計 　　　　2,449,389千円       5,885,791千円 　 　3,436,401千円

２．時価のない主な有価証券の内容

連結貸借対照表計上額

その他有価証券

　　非上場株式（店頭売買株式を除く） 8,634千円

　　その他 40千円

　　(注)当連結会計年度において、その他の有価証券の株式について12,232千円減損処理を行っております。

　　　　なお、当該株式の減損にあたっては、時価の50%程度以上の下落率を基準として時価の著しい下落があったものと判断し

　　　ております。

　前連結会計年度（平成13年３月31日現在）

　１．その他有価証券で時価のあるもの（平成13年３月31日現在）

　　　平成12年大蔵省令第９号附則第３項に基づき記載を省略しております。

　２．時価のない主な有価証券の内容

連結貸借対照表計上額

その他有価証券

　　非上場株式（店頭売買株式を除く） 9,505千円

　　その他 40千円

　３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成13年３月31日現在）

１年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

債　　券

　　社　　債 － 10,000千円 － －

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

　１．採用している退職給付制度の概要

　　　当社グループは、確定給付型の制度として、退職一時金制度又は適格退職年金制度を設けております。また、在外子会社

　　は所在地国の法律により年金基金を設定しております。なお、当社において退職給付信託を設定しております。

　

　２．退職給付債務に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当 連 結 会 計 年 度          　　　　　　前 連 結 会 計 年 度          

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成14年3月31日現在)　　　　　(平成13年3月31日現在)

　　　　イ．退職給付債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　▲　4,039,823千円　　　　　   　▲　3,724,401千円

　　　　ロ．年金資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,769,323千円　　　　 　　   　1,667,228千円

　　　　ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）　　　　　　　　　　　▲　2,270,500千円              ▲　2,057,173千円

　　　　ニ．会計基準変更時差異の未処理額　　　　　　　　　　　　         　－                  　153,936千円

　　　　ホ．未認識数理計算上の差異　　　　　　　　　　　　　　　 　598,019千円                   336,274千円

　　　　ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額）　　　　　　　　　 　　137,316千円                           －

　　　　ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）　　　　▲　1,535,165千円              ▲　1,566,963千円

　　　　チ．前払年金費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　148,918千円                    98,551千円

　　　　リ．退職給付引当金（ト－チ）　　　　　　　　　　　　　▲　1,684,083千円              ▲　1,665,514千円

　　　（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　３．退職給付費用に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当 連 結 会 計 年 度          　　　　　　前 連 結 会 計 年 度          

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成14年3月31日現在)　　　　　(平成13年3月31日現在)

　　　　イ．勤務費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 196,669千円                   204,505千円

　　　　ロ．利息費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 113,362千円                   109,690千円

　　　　ハ．期待運用収益　　　　　　　　　　　　　　　　　　　▲　　 54,479千円              ▲    　 55,490千円

　　　　ニ．会計基準変更時差異の費用処理額　　　　　　　　　　　　  32,853千円                   320,707千円

　　　　ホ．数理計算上の差異の費用処理額　　　　　　　　　　 　　　 67,255千円                           －

　　　　ヘ．過去勤務債務の費用処理額　　　　　　　　　　　　　　      　　 －                      9,574千円

　　　　ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）　　　　　　　　 355,661千円                    588,987千円

　　　（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。

　４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　当 連 結 会 計 年 度          　　　　　　前 連 結 会 計 年 度          

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(平成14年3月31日現在)　　　　　(平成13年3月31日現在)

　　　　イ．割引率　　　　　　　　　　　　　　　　　         主として3.0％　　              主として3.5％

　　　　ロ．期待運用収益率　　　　　　　　　　　　           主として3.0％　　              主として3.5％

　　　　ハ．退職給付見込額の期間配分方法　　　　                期間定額基準                   期間定額基準

　　　　ニ．過去勤務債務の処理年数　　　　　　　　                 　１年                          １年

　　　　ホ．数理計算上の差異の処理年数　　　　　　　                 ５年                          ５年

　　　　ヘ．会計基準変更時差異の処理年数　　　　　１年（ただし、在外子会社は５年） １年（ただし、在外子会社は５年）



－ 20 －

生産、受注及び販売の状況
　１．生産実績

　　　当連結会計年度における生産実績を製品の品目別ごとに示すと、次のとおりであります。

品　　　　　　　　　　　　目 金　　額
前期比（％）

紙・パルプ及び工業用フエルト 11,572,148千円 △5.2

合　　　　　　　　　　　　計 11,572,148千円 △5.2

　（注）１．金額は、販売価格によっております。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　２．受注状況

当連結会計年度における受注状況を示すと、次のとおりであります。

製品の品目別の名称          受注高
前期比（％）

受注残高
前期比（％）

紙・パルプ用フエルト 8,651,353千円 △12.6 4,325,363千円 △13.1

工 業 用 フ エ ル ト          2,184,087千円 △3.2 1,373,138千円 △5.4

仕 入 商 品          581,245千円 △3.5 － －

合 計          11,416,686千円 △10.2 5,698,502千円 △11.3

　３．販売実績

　　　当連結会計年度における販売実績を製品の品目別ごとに示すと、次のとおりであります。

製品の品目別の名称          金　　額
前期比（％）

紙・パルプ用フエルト 9,345,633千円 △4.9

工 業 用 フ エ ル ト          2,201,492千円 △1.7

仕 入 商 品          581,245千円 ＋3.5

合 計          12,128,371千円 △4.0

　（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。


